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博士論文概要   
  
タイトル：増える保育所と子どもの健康―東京都 1 市の 12 認可保育所における調査から― 
  
女性就労の増加に伴い、全国の保育所等の利用児童数は、2006 年度に 200 万人を超え、
2015 年 4 月 1 日時点では、約 237 万人である1。また、保育時間の長時間化も進んでいる。
児童福祉施設最低基準では、保育所の 1 日の保育時間は原則 8 時間と定められている一方、
1 日 11 時間を超えて保育を実施している保育所の割合は、1998 年では 28.6％であったの
が、2003 年には全体の 53.9％になり、2013 年 10 月 1 日時点では 76.8％と（17,359 か所）、
全体の 7 割を超える2。2015 年に始まった子ども・子育て支援新制度では、保育時間に関し
て、1 日あたり 8 時間までの「短時間」と 11 時間までの「標準時間」という 2 区分が設定
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規模で増加してきた。同時に、原則 1 日 8 時間という保育時間は現実に即さないものとし
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保育を利用する子どもの健康や家庭生活を把握するため、東京都 1 市の認可保育所利用者
を対象とした横断調査を行った（第Ⅱ章）。 
子どもの健康に関して、本研究では、子どものメンタルヘルスに注目した。最初に、子ど
ものメンタルヘルスを測るための尺度作成を行ったうえで、作成した尺度を使用し、子ども
のメンタルヘルスに影響を与える保育環境の検討を行った。その結果、保育時間（10 時間
以上）や家庭での親子の過ごし方（食事を子ども一人で食べる、休日に両親と一緒に過ごし
ていない）が、子どものメンタルヘルスにマイナスの影響を与えることが示された。さらに、
そのような保育時間や家庭での親子の過ごし方と関連している保護者の要因を検討したと
ころ、保護者の就労形態（正規雇用）や就労時間（夜 10 時以降の就労がある）といった就
労状況が、長時間の保育利用につながっていること、保護者の年齢（20 代）や学歴（高校
まで）、世帯年収（500 万円未満）といった社会経済的属性や保護者の精神健康が、家庭で
の親子の過ごし方（食事を子ども一人で食べる、休日両親と一緒に過ごしていない）に影響
を与えていた。また、保護者の精神状況は子どものメンタルヘルスと強く関連していた。 
こういった研究結果から、保育時間の見直しや、長時間労働、不規則・不安定な労働条件
の改善、育児期家庭の経済格差の是正、就労保護者の精神健康への配慮などによって、親子
が時間的にも精神的にも余裕のある生活が送れ、家庭で安定した関係を築きけるよう、環境
を整えていく必要があると考察した（第Ⅲ章）。 
少子化が問題となる中で、保育政策に対する期待は、ますます大きくなっている。保育所
がないから働けない、子どもを産めない、という議論も起きている。確かに保育所に子ども
を預けられないために、就労の機会が制限されることはあるだろう。しかし、少子化の根本
的な原因は、労働環境や、男女間の関係性、家族のあり方などを無視して論じることはでき
ない。経済最優先で、保育時間の長時間化をはじめとする保育政策の拡充のみを中心にした
「子育て支援政策」は、保護者が仕事と子育てを両立することをより困難にし、子どものメ
ンタルヘルスにもマイナスの影響を与える可能性がある。保育所を増やし、保育時間を延長
するだけでは、保護者の仕事と子育ての両立を支援することはできないし、乳幼児期の親子
の時間を奪い、安定した生活や関係性を築くことを困難にしてしまうことにもつながり得
る。出生力や労働力率といった社会・経済指標ばかりに注目するのではなく、子どもたちに、
どのような環境で、どのように育っていってほしいと望むのか、子どもの視点に立った保育
政策のあり方が考えられるべきである。 
